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背  景 

第 6 次エネルギー基本計画の策定を議論する政府審議会では、2050 年までのカーボン

ニュートラル実現を目指すための課題と対応の検証を行った上で、2030 年目標の進捗と

更なる取組の検証を行うとしている。しかし、政府の「長期エネルギー需給見通し（政

府見通し）」や「第 5 次エネルギー基本計画」の策定から月日が経過しており、新型コロ

ナウイルスの感染拡大を含め足元の経済・社会情勢が変化していることから、これらを

踏まえたエネルギー需給構造を検討する必要がある。 

目  的 

政府見通しが策定された 2015年 7月からの状況変化を織り込み、2030年度までの日本

経済・産業・エネルギー需給構造を検討して、その結果を政府見通しと比較する。 

主な成果 

1. 日本経済・産業構造 

・日本経済は新型コロナウイルス感染拡大の影響により 2020 年度に大きく落ち込むが、

その後は回復していく。その結果、2013年度から2030年度までの実質GDPの平均成長率

は年率 0.5%と、民間シンクタンクの予測調査（ESP フォーキャスト調査）と同程度であ

るが、政府見通しで見込まれている経済成長（年率 1.7%）を下回る（図 1）。 

・産業構造は、高齢化や情報化を背景に、業務部門では情報通信、医療・介護などが拡

大する。また、産業部門は、業務部門に比べて、2030 年度にかけて緩慢な増加にとどま

るが、なかでも電気機械や輸送機械が牽引する。 

 

2. 最終エネルギー消費 

・最終エネルギー消費は、産業部門と業務部門では、2020 年度を底に、生産活動に応じ

て緩やかに増加する一方、家庭部門や運輸部門では、世帯数の減少や自動車の燃費向上

から、2030 年度にかけて減少していく結果、日本全体では 2030 年度に 3.3 億原油換算キ

ロリットルと、政府見通しと同程度になる（図 2）。これは、政府が示す“徹底した省エ

ネ”がすべて実現するためではなく、政府見通しで見込まれている経済成長を下回るた

めである。仮に“徹底した省エネ”が実現すれば、最終エネルギー消費は更に減少する

可能性はあるが、2030 年度まで残された時間は僅かであり、省エネの実現可能性は別途

精査が必要である。 

 

3. 電力需要・電源構成 

・電力需要（自家消費電力量含む合計）は 2030 年度に 9,821 億 kWh と、最終エネルギー
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消費と同様、政府見通しと同程度になる（図 3）。 

・発電電力量（自家用発電電力量含む合計）は、電力需要に応じて、2030 年度に 10,987

億 kWh になる。電源構成は 2030 年度に火力が 49.1%、原子力が 20.9%、再エネが 27.4%

と、政府見通しと比較すると、再生可能エネルギー比率（特に、太陽光と風力）が上回

る分、火力比率が下振れ、電力の低炭素化がより進展する（表）。 

 

4. エネルギー起源CO2排出量 

・エネルギー起源CO2排出量は日本全体で 2030年度に 8.74億 t-CO2（2013年度比 29.3%減

少）と、政府見通しの削減目標の 9.27億 t-CO2（同 25.0%減少）を達成する。 

・このように、最終エネルギー消費や電力需要が政府見通しと同程度である一方、CO2

排出量が下回っているのは、電力の低炭素化が進展するためである。 

政策的含意 

 政府審議会では、本資料の執筆時点（2021 年 3 月）において、政府見通しが掲げた

2030 年度までの温室効果ガス排出削減目標の見直しが検討されている。他方、2030 年度

までに残された時間は限られており、実現可能な方策も限られている。目標見直しにお

いては、足元の状況変化を織り込んだ経済・産業・エネルギー需給構造を踏まえ、議論

を進める必要がある。 

 

 

図1 実質GDP の推移 

（注）実質 GDP は 2011 暦年連鎖価格である。政府見通しは長期エネルギー需給見通しで見込んでいる

実質GDP平均成長率年率1.7%として計算している。また、ESPフォーキャスト調査は日本経済研

究センターのESPフォーキャスト調査（2020年6月）を基に計算している。 
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関連報告書： 

[1]Y12033「2030年までの産業構造・エネルギー需給展望」（2013.04） 

[2]Y15012「2015年版長期エネルギー需給見通しの検証」（2016.06） 

 

図2 最終エネルギー消費 

（注）単位は原油換算キロリットル。2013年度の実績は2020年4月に公表された総合エネルギー統計を

基に計算している。また、政府は2018 年度時点で“徹底した省エネ”が26.6%（0.13 億キロリッ

トル）進捗したと評価している。 

 

（注）2013年度の実績は2020年4月に公表された総合エ

ネルギー統計の数値である。 

図3 電力需要 

表 電源構成 

 

（注）その他には原料や利用形態が特定で

きない廃棄物による発電電力量など

が含まれる。 

2013年度

当所 政府見通し

発電電力量（億kWh） 10,963 10,987 10,650
電源構成（％）

火力 86.3 49.1 56
石炭 32.6 21.2 26
石油 13.2 1.6 3
天然ガス 40.5 26.3 27

原子力 0.8 20.9 20~22
再エネ 11.0 27.4 22~24
水力 7.7 8.5 8.8~9.2
太陽光 1.2 11.2 7
風力 0.5 4.2 1.7
バイオマス 1.4 3.1 3.7~4.6
地熱 0.2 0.3 1.0~1.1

その他 1.9 2.5 -

2030年度
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１．背景と⽬的

背景と⽬的

2021 4

 菅総理は、2020年10⽉の所信表明演説にて、2050年までにカーボンニュートラ
ルの実現を⽬指すことを宣⾔。同年12⽉の「2050年カーボンニュートラルに伴うグ
リーン成⻑戦略（CN戦略）」では、電⼒部⾨での脱炭素化、産業部⾨での製造
プロセスの変⾰、業務・家庭部⾨での住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー化、
運輸部⾨での電動化、などを提⽰。

 第6次エネルギー基本計画の策定を議論する政府審議会では、2050年までの課
題と対応の検証を⾏った上で、2030年⽬標の進捗と更なる取組を検証。政府の
「⻑期エネルギー需給⾒通し（政府⾒通し）」や「第5次エネルギー基本計画」の
策定から⽉⽇が経過しており、経済・社会情勢が変化しているため、まず、新型コ
ロナウイルスの感染拡⼤を含む状況変化を踏まえて、エネルギー需給構造を検討
することが重要。

 本資料では、計量モデル（マクロ経済モデル、産業連関モデル、エネルギー間競合
モデル）を⽤いて、2030年度までの⽇本経済・産業・エネルギー需給構造を定量
的に検討。また、その結果を政府⾒通しと⽐較。

1．背景と⽬的



特徴と留意点
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〇特徴
• 計量モデル（マクロ経済モデル、産業連関モデル、エネルギー間競合モデル）を組み合

わせ、2030年度までのエネルギー需給構造を定量的に評価。これまでに、当所では浜
潟他（2013）や星野他（2016）などで同様の検討を実施。

〇留意点
• ここで⽰されている結果は将来の姿を⽰すものではなく、あくまでも、⼀定の前提条件

に基づき、⽇本のエネルギー需給構造を検討した結果。なお、この検討結果は2020
年12⽉までの経済・社会情報に基づいており、2021年1⽉に政府から発令された緊
急事態宣⾔による影響は織り込んでいない。ただし、スライド21では2021年1⽉以降
の⽇本経済⾒通しの変化について記載。

• エネルギー間競合モデルは経済理論に基づき構築されているトップダウン型モデルであり、
過去の経済規模やエネルギー価格の変化に応じたエネルギー需給への効果をモデル
構造に反映。しかし、省エネルギー（省エネ）など個々の技術の効果を評価できるモ
デル構造ではない。ただし、今回の検討では計量モデルの前提条件として想定すること
で織り込むことができる、運輸部⾨での乗⽤⾞の電動化や燃費の向上を考慮。

• 本稿で掲載している統計について、総合エネルギー統計は2020年4⽉に公表された
2018年度までのデータを使⽤。また、国⺠経済計算（GDPなど）は2020年12⽉
に2015年基準改定が実施されたが、ここではそれ以前に公表されていた2011年基
準に依拠。

1．背景と⽬的
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2．計量モデルの概要



エネルギー需給構造の検討⽅法
-エネルギー間競合モデル-

2021 7

 エネルギー需給構造の検討には、産業・業務・家庭・運輸のそれぞれの最終エネルギー消費部⾨におけ
るエネルギー間競合のメカニズムに重点を置いた多部⾨エネルギー需要モデル（エネルギー間競合モデ
ル）を⽤いる。このモデルでは電⼒部⾨などのエネルギー転換部⾨を通じた⼀次エネルギー国内供給ま
でのエネルギー需給バランスを考慮。また、マクロ経済モデルや産業連関モデルと組み合わせ、経済・産業
構造と整合的なエネルギー需要を評価。

最終エネルギー消費

産業部⾨
業種別需要

家庭部⾨
⽤途別需要

業務部⾨
⽤途別需要

運輸部⾨
輸送形態別需要

エネルギー源別エネルギー需要 ⽯炭 ⽯油 ガス 電⼒

GDP 産業部⾨別⽣産額 エネルギー輸⼊価格 電動⾞販売普及率

⼀次エネルギー国内供給/CO2排出量

⽯炭 ⽯油 ガス 再エネ 原⼦⼒

エネルギー転換 電源構成（⽕⼒、原⼦⼒、再エネ）

経済・社会動態等（マクロ経済モデル・産業連関モデルなどで評価）

世帯数

鉱物性燃料輸⼊

（注）エネルギー間競合モデルについては永⽥（1995）を参照。また、太⽂字で下線のついた外⽣変数は前提条件としてモデル外で想定。

エネルギー間競合モデルの概念図

エネルギー国内価格

⽯炭 ⽯油 ガス 電⼒

2．計量モデルの概要

エネルギー間競合モデルの需給項⽬とエネルギー源
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 本資料では産業部⾨や運輸部⾨な
ど集計した結果を説明するが、エネル
ギー間競合モデルでは右表に⽰す需
給項⽬やエネルギー源を考慮。なお、
これらのデータは資源エネルギー庁の
総合エネルギー統計の需給項⽬とエ
ネルギー源を集計。業務部⾨と家庭
部⾨については、⽇本エネルギー経済
研究所のEDMC/エネルギー・経済統
計要覧を基に、5つの⽤途（冷房、
暖房、給湯、厨房、動⼒他）に分割。

 原則として1990年度から2018年度
までのデータを⽤いて、エネルギー間競
合モデルを構築。

需給項⽬ ⽤途・形態 エネルギー源
⼀次エネルギー供給
エネルギー転換
事業⽤発電
⾃家⽤発電
⾃家⽤蒸気発⽣
地域熱供給

産業部⾨
農林⽔産
鉱業
建設業
製造業
飲⾷料品
紙・パルプ
繊維製品
化学製品
窯業・⼟⽯製品
鉄鋼
⾮鉄⾦属
⼀般機械
電気機械
輸送機械
その他機械

その他製造
業務部⾨
家庭部⾨
運輸部⾨
⾮エネルギー利⽤

業務部⾨
冷房
暖房
給湯
厨房
動⼒他

家庭部⾨
冷房
暖房
給湯
厨房
動⼒他

運輸部⾨
⾃動⾞（旅客）
⾃動⾞（貨物）
鉄道（旅客・貨物）
航空（旅客・貨物）
船舶（旅客・貨物）

⽯炭
コークス
精製⽤原油
発電⽤原油
⽯油製品
軽質油
中質油
重質油
その他油

天然ガス
都市ガス
再⽣可能エネルギー
太陽光
太陽熱
⾵⼒
バイオマス
その他

地熱
未活⽤エネ
事業⽤⽔⼒
原⼦⼒
電⼒
購⼊電⼒
⾃家発

熱

2．計量モデルの概要



エネルギー需給構造の検討⽅法
-マクロ経済モデル、産業連関モデル-
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（注）太⽂字で下線のついた外⽣変数は前提条件としてモデル外で想定。また、マクロ経済モデルは⽇本経済研究センターの中期マクロモデルの⼀部を変更して
使⽤。⽇本経済研究センターのマクロ経済モデルに関わる分析については猿⼭（2010）や猿⼭他（2010）を参照。産業連関モデルは総務省「延⻑産
業連関表」、内閣府「国⺠経済計算」から構築。なお、エネルギー間競合モデルに産業連関モデルからの結果を反映させるため、⼀部の部⾨を集計。

産業連関モデル
（産業部⾨別実質⽣産額）

部⾨分類
1.農林漁業 15.建設
2.鉱業 16.電気・ガス・⽔道他
3.⾷料品 17.商業
4.繊維製品 18.⾦融・保険
5.パルプ・紙・⽊製品 19.不動産
6.化学製品 20.運輸・郵便
7.⽯油・⽯炭製品 21.情報通信
8.窯業・⼟⽯製品 22.公務
9.鉄鋼 23.教育・研究
10.⾮鉄⾦属 24.医療・福祉
11.⼀般機械 25.対事業所サービス
12.電気機械 26.対個⼈サービス
13.輸送機械 27.その他
14.その他製造業

マクロ経済モデル（マクロ経済）

国内総⽣産（GDP)︓需要サイド

⺠間消費 ⺠間投資 公的需要 輸出

潜在GDP︓供給サイド

労働 資本 ⽣産性

需給ギャップ

物価・労働

国内物価 失業率

世界経済

エネルギー
輸⼊価格

世界経済
成⻑率

 マクロ経済モデルでは、世界経済、エネルギー輸⼊価格などの前提条件を想定して、最終
的に⺠間消費や⺠間投資、輸出など国内総⽣産を決定。産業連関モデルを⽤いて、マ
クロ経済モデルのそれぞれの需要に応じた産業部⾨別実質⽣産額を評価。

輸⼊

エネルギー間競合モデル 鉱物性燃料輸⼊

マクロ経済モデルと産業連関モデルの概念図

2．計量モデルの概要
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3. ⽇本経済・産業・エネルギー需給構造
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3.1 社会動態・エネルギー価格等（前提条件）

⼈⼝と世帯数

2021 12

 3.1節では計量モデルの外で想定する必要がある、主な前提条件（外⽣変数）の社
会動態やエネルギー価格などについて説明。

 ⼈⼝は、すでに減少傾向にあり、2030年度に1.19億⼈まで減少。⾼齢化率は2020年
度28.9%から2030年度31.2%と、⾼齢化が進展。

 世帯数は、2024年度の5,924万世帯をピークに、2030年度に5,848万世帯まで減少。

（注）上図の実績期間は、⼈⼝は総務省「⼈⼝推計」、世帯数は⽇本エネルギー経済研究所 EDMC「エネルギー・経済統計要覧」から作成。予測期
間である2019年度以降については、⼈⼝と世帯数いずれも、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の将来推計⼈⼝・世帯数を基に想定。

⼈⼝ 世帯数

3.1 社会動態・エネルギー価格等（前提条件）



乗⽤⾞の新⾞販売台数と保有台数
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 電動⾞が新⾞販売台数に占める割合は、内燃機関⾞と電動⾞との⾞体価格差の縮⼩
などを背景に、2030年度にプラグインハイブリッドが10%、電気⾃動⾞が10%になると想
定。保有台数は、内燃機関⾞から電動⾞に徐々に⼊れ替わるため、2030年度にプラグ
インハイブリッドが4%、電気⾃動⾞が4%を占める。

 新⾞の燃費や電費は2030年度に2016年度⽐20%向上と想定。

（注）保有台数と新⾞販売台数には軽⾃動⾞を含む。内燃機関⾞等には燃料電池⾞などが含まれる。また、新⾞販売台数の内訳
はCN戦略やIEAの資料を基に想定。なお、間瀬（2020）に倣い、保有台数は新⾞販売台数と整合性を保ち決定。

保有台数新⾞販売台数

3.1 社会動態・エネルギー価格等（前提条件）

円建てエネルギー名⽬価格（⽯炭、原油、天然ガス）

2021 14

 世界的に供給過剰が徐々に解消してエネルギー価格が上昇するように想定。下図の円
建てエネルギー名⽬価格（⽯炭、原油、天然ガス）は2020年代半ばにかけて上昇、そ
の後は伸びが鈍化すると想定。

 下図のエネルギー名⽬価格には⽯油⽯炭税が含まれ、そのうち、地球環境対策税は
2030年度まで現⾏の289円/t-CO2と想定。

（注）上図は円建て名⽬価格表⽰。また、予測期間はエネルギー輸⼊価格はIEA、EIA、Oxford Economicsなどの資料を基に想定。なお、⻑期
的な推移はIEA（2020）を参考にしているが、 IEA（2020）はドル建て実質価格表⽰であるため、まず、世界物価を考慮してドル建てエネル
ギー名⽬輸⼊価格を想定。その後、為替レート、⽯油⽯炭税、消費税を合わせて円建てエネルギー名⽬価格を想定。

円建てエネルギー名⽬価格（⽯炭、原油、天然ガス）

3.1 社会動態・エネルギー価格等（前提条件）



再⽣可能エネルギーと原⼦⼒の発電電⼒量
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 再⽣可能エネルギー（再エネ）発電電⼒量は、既認定未稼働の太陽光設備の稼働や、⾵⼒
発電電⼒量の増加により、2030年度に3,012億kWhと想定。結果、政府⾒通しと⽐べ、地
熱・⽔⼒が下振れる⼀⽅、太陽光と⾵⼒は上振れ。

 原⼦⼒発電電⼒量は、政府⾒通しと同程度の2030年度に2,300億kWhと想定。なお、電気
事業連合会（2021）では、安全を⼤前提に、⻑期サイクル運転等の取組を進め、2030年の
原⼦⼒発電⽐率20〜22％（原⼦⼒発電電⼒量2,130〜2,343億kWh）を達成していくと
している。

再⽣可能エネルギーと原⼦⼒の発電電⼒量

3.1 社会動態・エネルギー価格等（前提条件）

（注）上図の再⽣可能エネルギーの発電電⼒量は朝野他（2020）を基に想定。

世界経済成⻑
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 新型コロナウイルス感染拡⼤により、世界各国で都市封鎖が実施されて経済活動が抑制
され、2020年の世界経済成⻑率は4.4％減少と想定。2020年後半から⼀部の国では
部分的な都市封鎖が再び実施されているものの、経済活動が徐々に回復していることや、
特に、中国では感染拡⼤を抑え込み中国経済が急回復していることから、2021年には
世界経済成⻑率がプラスに転じて、その後は2030年にかけて世界経済は拡⼤。

世界経済成⻑率（暦年）

（注）上図の実績期間はOxford Economicsから作成。予測期間は、IMF、Oxford Economics、IEAなどの資料を基に想定。

3.1 社会動態・エネルギー価格等（前提条件）



冷暖房度⽇（気象要因）
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 2020年度以降の冷暖房度⽇は例年並み（2010~2019年度の平均値）と想定して
おり、冷房度⽇が445度⽇、暖房度⽇が985度⽇。

 2019年度は冷房度⽇が例年並み、暖房度⽇が低位（暖冬）であり、2020年度は、
冷暖房度⽇の変化は、冷房⽤需要にはほとんど影響を与えないが、暖房⽤需要を増加
させる。なお、2020年度の冷房度⽇は2020年末時点で445度⽇であり、例年並み。

（注）冷房度⽇は24度を超える⽇の平均気温と22度との差を累計、暖房度⽇は
14度を下回る⽇の平均気温と14度との差を累計。

 気温（冷暖房度⽇）の変化
は、業務部⾨や家計部⾨のエ
ネルギー需要（冷房⽤、暖房
⽤）に影響。

 冷房度⽇は、2019年度が例
年並みであるため、2020年度
の冷房需要の変動に、ほとんど
影響を与えない。

 ⼀ ⽅ 、 暖 房 度 ⽇ は 、
2018~2019 年 度 は 暖 冬 で
あったが、ここでは、2020年度
は例年並みと想定しており、
2020年度の暖房需要を押し
上げる要因。

気温の影響冷暖房度⽇

3.1 社会動態・エネルギー価格等（前提条件）
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3.2 ⽇本経済・産業構造



⽇本経済（実質GDP）
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 シナリオとしては、2020年4~5⽉に発令された緊急事態宣⾔のように⽇本全体で経済活動が⼤きく
制限されることはなく、ワクチンの接種や集団免疫の獲得など、なんらかの理由により新型コロナウイルス
感染症に対する警戒感が徐々に緩和していくことを想定。

 ⽇本経済は、実質GDPが新型コロナウイルスの感染拡⼤により、2020年度に前年度⽐5.9%減少と
⼤きく減少した後、内外需問わず回復していき、2023年度には感染拡⼤前の⽔準を上回る。その後
は、2030年度に前年度⽐0.4%増まで成⻑率が鈍化。実質GDP成⻑率の内訳をみると、2020年
代半ばまでの⽇本経済の回復過程では国内需要、純輸出がプラスに⼤きく寄与するが、2020年代
後半からは、⾼齢化の進展に伴う社会保障負担費の増加により公的需要など国内需要が牽引。

（注）上図の実質GDPは2011暦年連鎖価格。また、潜在GDPについては、労働がマイナスに寄与する⼀⽅、資本や全要素⽣産性がプ
ラスに寄与する結果、 2030年度にかけて、潜在成⻑率はゼロ近傍に近づいていく。

実質GDP（左図︓兆円、左図︓前年度⽐）

3.2.1 ⽇本経済

⽇本経済（実質GDP）︓他機関との⽐較
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（注）上図の実質GDPは2011年価格基準値。政府の経済財政⾒通しは公表されてい
る2029年度までの実質GDP成⻑率から計算、⻑期エネルギー需給⾒通しは実質
GDP平均成⻑率年率1.7%として計算。また、ESPフォーキャスト調査は⽇本経済
研究センターのESPフォーキャスト調査（2020年6⽉）を基に計算。

 実質GDPの⾒通しを他機関と⽐較すると、⺠間エコノミストの予測調査であるESPフォーキャスト調査
全機関平均と同程度であるが、政府の「⻑期エネルギー需給⾒通し」や「中⻑期の経済財政に関す
る試算（2020年7⽉）」で⾒込む経済成⻑を下回る。

 ⻑期エネルギー需給⾒通しでは、2013年度から2030年度まで実質GDP平均成⻑率を年率
1.7%と⾒込む。政府⾒通しの経済規模を達成するためには、今後、年率1.7%を上回る経済
成⻑を実現させていくことが必要。

実質GDP︓他機関との⽐較

3.2.1 ⽇本経済



【参考】2021年1⽉以降の⽇本経済⾒通しの変化
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 今回の検討では2021年1⽉に⽇本政府より発令された緊急事態宣⾔の影響を織り込んでいない。ここでは
2020年末から2021年2⽉末までの⺠間シンクタンクや⽇本銀⾏の⽇本経済⾒通しの変化を整理。

 2021年の緊急事態宣⾔は、対象地域が11都府県であること、営業制限要請が飲⾷店中⼼であること、また、
消費者も新しい⽣活様式に慣れてきていることなどから、2020年の緊急事態宣⾔と⽐べて、⽇本経済に与える
マイナス影響が短期的には⼩さい可能性が⾼い。

 ⼀⽅、2021年1⽉の⾦融政策決定会合後の⿊⽥総裁の記者会⾒でも⾔及されているように、経済の実態と
して、世界的に製造業や貿易、⽇本にとっては輸出や鉱⼯業⽣産が強く回復。

 ESPフォーキャスト調査や経済・物価情勢の展望では、2020年末から2021年1⽉までに、実質GDP成⻑率の
⾒通しをいずれも0.1％程度下⽅修正。その後、ESPフォーキャスト調査の2021年2⽉調査では0.17％上⽅
修正。

 今回の検討結果（スライド19）に11都府県への緊急事態宣⾔を含め2021年からの経済情勢の変化に織り
込んだとしても、実質GDP成⻑率は⼩幅な修正に留まる可能性が⾼い。しかし、実質GDPの内訳である⺠間
消費や輸出については変化が⼤きく、産業構造も変化している可能性があるため、引き続き精査することが必要。

（注）ESPフォーキャスト調査は全機関平均値、経済・物価情勢の展望は政策委員⾒通しの中央値。

⽇本経済（実質GDP成⻑率）⾒通しの変化
2020年度 2021年度

ESPフォーキャスト調査（⽇本経済研究センター）
2020年12⽉調査 -5.37 3.42
2021年1⽉調査 -5.46 3.31
2021年2⽉調査 -5.29 3.49
経済・物価情勢の展望(⽇本銀⾏）
2020年10⽉ -5.5 3.6
2021年1⽉ -5.6 3.9

3.2.1 ⽇本経済

産業構造（実質⽣産額） 1/2
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 実質⽣産額（合計）は、2020年度に前年度⽐6.9%減少と⼤きく落ち込むが、2020
年代前半には新型コロナウイルス感染拡⼤前の⽔準を上回る。

 部⾨別には、⾼齢化や情報化の進展を背景に、業務⽐率は緩やかに上昇。実質⽣産
額の前年度⽐を⾒ても、2030年度にかけて業務部⾨が⼤きくプラスに寄与。

実質⽣産額（左図︓兆円、左図︓前年度⽐）

（注）上図では産業部⾨と業務部⾨に集計。産業部⾨はスライド9の産業連関モデルの部⾨分類の「農林漁業」から「建設」までの合計、業務部⾨は
「電気・ガス・⽔道他」から「その他」までの合計。また、産業連関モデルではマクロ経済モデルの需要項⽬（国⺠経済計算）を与えているため、実質
⽣産額は2011暦年連鎖価格。

3.2.2 産業構造



産業構造（実質⽣産額） 2/2
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 産業部⾨は、業務部⾨に⽐べ緩慢な増加にとどまり、部⾨別にみると、2030年度までに、住
宅投資の減少などにより建設業が減少、また、繊維製品や窯業・⼟⽯製品など素材系産業
が伸び悩む。⼀⽅で、電気機械や輸送機械は2020年度を底に拡⼤。

 業務部⾨は、⽇本経済が内需主導で回復するため、2030年度にかけて順調に増加。部⾨
別には、医療・福祉や情報通信が、業務部⾨をけん引。

実質⽣産額（左図︓2000=100、右図︓年平均伸び率）

（注）部⾨ごとに集計した実質⽣産額について2000年度を100として基準化。 （注）対個⼈サービスについては2020年度に⼤きく落ち込む
ため、2021〜2025年度の年平均伸び率が⾼い。

3.2.2 産業構造

⽇本経済・産業構造︓⼩括
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 ここまでは、エネルギー需給を検討する上で重要な⽇本経済や産業部⾨別⽣産活動など
について説明。
 ⽇本経済は、新型コロナ感染拡⼤の影響により、2020年度に実質GDPが⼤きく落

ち込むが、2021年度以降は内外需ともに回復、2023年度には新型コロナ前の⽔
準を上回る。2020年代後半は、公的需要など国内需要が実質GDPの⼤きな増加
要因。今回の検討結果は、2015年に策定された政府⾒通しで⾒込んでいる経済
成⻑を下回る。

 部⾨別⽣産活動は、⾼齢化や情報化の進展を背景に、産業部⾨では電気機械や
輸送⽤機械が増加。業務部⾨では、情報通信や医療・介護が増加。

 政府は、低炭素化社会の実現の他に、経済再⽣や財政健全化にも取り組んでおり、当所
で検討した経済成⻑を前提にすれば、財政健全化など経済・財政運営上の⽬標が達成
できない可能性が⾼い。

 次章では2030年度までのエネルギー需給構造を検討。

3.1 ⽇本経済・産業構造
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3.3 エネルギー需給構造

新型コロナウイルス感染拡⼤によるエネルギー需要への影響
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 新型コロナウイルス感染拡⼤によるエネルギー需要への影響は様々な部⾨に波及していくことが考えられ
るが、主に、以下のような影響が考えられる。

 産業部⾨・業務部⾨
• ⽣産活動の停滞に伴うエネルギー需要の減少。
• 在宅勤務の普及によるオフィスでのエネルギー需要の減少。

 運輸部⾨
• 外出⾃粛による⾃家⽤⾞や公共交通機関の燃料消費量の減少。
• 感染リスク低減のための⾃家⽤⾞利⽤の増加による燃料消費量の増加。

 家庭部⾨
• 在宅勤務の普及による⾃宅でのエネルギー需要の増加。

 本検討に⽤いているエネルギー間競合モデルでは、⽣産規模など経済要因に応じたエネルギー需要を
評価できるため、産業部⾨・業務部⾨における影響はモデル構造に基づき評価。

 運輸部⾨については、2020年4~5⽉の間に⼤きく減少したガソリンとジェット燃料油について、それぞれ
の影響を個別に想定。

 在宅勤務の普及によるエネルギー需要への影響については、⾃宅とオフィスでの部⾨をまたがり影響する
ことが考えられ、⼗分な情報も揃っていないため、今回の検討では考慮しておらず、今後の課題。

 なお、電⼒需要について、電⼒広域的運営推進機関では、2020年度4~7⽉に、感染拡⼤がなかっ
た場合と⽐べて、産業⽤が3.2〜10.4%減少、業務⽤が3.5〜14.7%減少する⼀⽅、家庭⽤は
1.0〜6.9％増加と試算。

3.3.1 最終エネルギー消費



【参考】運輸部⾨における新型コロナウイルス感染拡⼤の影響
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 運輸部⾨のエネルギー源であるガソリンやジェット油燃料の需要は、緊急事態宣⾔下、2020
年4~5⽉に⼤幅に減少。本検討ではそれぞれの影響について以下のように想定。
 ガソリン需要については2020年の緊急事態宣⾔下の⼤幅な減少（年間5%減少）の

みを想定。中⻑期的には、外出⾃粛によるマイナス影響と、感染リスク低減のためのプラ
ス影響の両⽅が考えられるため、今後のガソリン需要への影響は想定しない。

 ジェット燃料油需要については、引き続き外出⾃粛によるマイナス影響があるとして、国
内航空会社の公表情報などを基に、2020年度は前年度⽐45%強減少と想定。

（注）上図は⽯油連盟「⽯油統計情報」から作成。また、橙⾊
の部分は2020年4~5⽉の緊急事態宣⾔期間。

（注）上図は国⼟交通省「航空輸送統計」から作成。また、橙
⾊の部分は2020年4~5⽉の緊急事態宣⾔期間。

ガソリン販売量（⽉次） ジェット燃料油消費量（⽉次）

3.3.1 最終エネルギー消費

【参考】コロナ影響量の簡易試算結果（電⼒広域的運営推進機関）
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（注）上表は、第55回調整⼒及び需給バランス評価等に関する委員会、電⼒広域的運営推進機関からの開催資料（電⼒需
給検証 新型コロナウイルスによる電⼒需要への影響評価）から抜粋。

 電⼒広域的運営推進機関では、新型コロナウイルス感染拡⼤による電⼒需要への影響
を簡易的に試算（下表）。

 2020年度4~7⽉においては、感染拡⼤がなかった場合に⽐べて、業務⽤が3.5〜
14.7%減少、産業⽤が3.2〜10.4%減少する⼀⽅、家庭⽤は1.0〜6.9％増加。

3.3.1 最終エネルギー消費



部⾨別最終エネルギー消費
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 最終エネルギー消費（合計）は、2020年度に前年度⽐5.5%減少、その後、⽇本経済の
成⻑に伴い、緩やかに増加する結果、2030年度に12,763PJ。

 部⾨別にみると、2020年度は、産業部⾨、業務部⾨、運輸部⾨は⽣産活動の停滞、外出
⾃粛によりマイナスに寄与するものの、家庭部⾨は暖房度⽇を例年並み（前年度よりも寒
く）と想定しているため、プラスに寄与。2030年度にかけては、産業部⾨や業務部⾨がプラス
に寄与するが、世帯数の減少や燃費の向上により、家庭部⾨や運輸部⾨がマイナスに寄与。

部⾨別最終エネルギー消費（左図︓PJ、右図︓前年度⽐）

（注）両図は部⾨ごとに集計した結果。

3.3.1 最終エネルギー消費

エネルギー消費原単位︓産業、業務、家庭

2021 30

 エネルギー消費原単位（それぞれの部⾨の最終エネルギー消費を実質⽣産額や世帯数で
除した単位）をみると、産業部⾨、業務部⾨、家庭部⾨いずれも、2030年度にかけては
ほぼ横ばいで推移。

エネルギー消費原単位（左図︓産業・業務、右図︓家庭）

（注）産業部⾨と業務部⾨のエネルギー消費原単位は最終エネルギー消費を実質⽣産額で除したもの。また、家庭部⾨は最終エネルギー消費を世帯
数で除したもの。

3.3.1 最終エネルギー消費



エネルギー消費原単位︓運輸

2021 31

 運輸部⾨のエネルギー消費原単位は経年的に減少。これは、運輸部⾨の⼤部分を占める
⾃動⾞部⾨に左右され、⾃動⾞の燃費向上を想定しているため。

 ⾃動⾞部⾨について、旅客と貨物の消費原単位をみると、ともに減少していく。なお、旅客
には、プラグインハイブリッドや電気⾃動⾞の普及による押し下げ影響も含まれる。

エネルギー消費原単位︓運輸 エネルギー消費原単位︓⾃動⾞

（注）運輸部⾨（⾃動⾞、航空、鉄道、船舶）のエネルギー消費原単
位は、最終エネルギー消費を実質GDPで除したもの。

（注）上図では2000年度を100として基準化。エネルギー消費原単位
は、旅客では最終エネルギー消費を乗⽤⾞⾛⾏距離で除したもの
であり、貨物では貨物⾃動⾞輸送量で除したもの。

3.3.1 最終エネルギー消費

乗⽤⾞⾛⾏距離と貨物⾃動⾞輸送量

2021 32

 運輸部⾨で⼤部分を占める⾃動⾞の最終エネルギー消費は、燃費以外に、旅客では⾛⾏
距離、貨物では輸送量の影響を受ける。

 ⼀台当たり乗⽤⾞⾛⾏距離は、2020年度は緊急事態宣⾔を受けて⼤きく落ち込むが、
2021年度以降は新型コロナウイルス感染拡⼤前の⽔準近くで推移。また、世帯数の減少に
より保有台数が2020年代後半から減少に転じて、全体の乗⽤⾞⾛⾏距離は徐々に減少。

 貨物⾃動⾞輸送量は⽣産動向に応じて2020年代後半からは緩やかに増加。
乗⽤⾞⾛⾏距離

（注）乗⽤⾞⾛⾏距離は⼀台当たりの⾛⾏距離に保有台数を乗じた
もの。エネルギー間競合モデルでは⼀台当たりの⾛⾏距離は所得
要因や価格要因などで決まる。

貨物⾃動⾞輸送量

（注）貨物⾃動⾞輸送量は、エネルギー間競合モデルでは実質GDPで
決まる。

3.3.1 最終エネルギー消費



エネルギー源別最終エネルギー消費

2021 33

 最終エネルギー消費を部⾨別ではなく、エネルギー源別にみると、2030年度にかけて、⽯油
がマイナスに寄与。これは、⾃動⾞部⾨における燃料消費の減少に加え、原油価格が相対
的に他のエネルギー価格よりも上昇することから、⽯油から他のエネルギーへの代替効果が
作⽤するため。また、価格代替効果により、エネルギー源の中でも、電⼒がプラスに寄与。

エネルギー源別最終エネルギー消費（左図︓PJ、右図︓前年度⽐）

（注）両図はエネルギー源ごとに集計した結果。

3.3.1 最終エネルギー消費

電⼒需要

2021 34

電⼒需要（左図︓億kWh、右図︓前年度⽐）

（注）両図は部⾨ごとに集計した結果を掲載。

 電⼒需要（⾃家消費電⼒量含む合計）は、2020年度を底に増加していく結果、2030
年度に9,821億kWh。

 部⾨別にみると、2020年度は、最終エネルギー消費と同様に、⽣産活動の停滞により産
業部⾨や業務部⾨で⼤きく落ち込む。家庭部⾨は、暖房度⽇を例年並み（前年度よりも
寒く）と想定しているため、暖房需要が増加してプラスに寄与。その後、2020年代前半は
産業部⾨や業務部⾨が⼤きな増加要因になるが、⽣産動向に応じて次第に寄与が⼩さく
なる。家庭部⾨は、電化によるプラス影響と世帯数の減少によるマイナス影響が相殺して、
2020年代後半から横ばいで推移。

3.3.2 電⼒需要・電源構成



乗⽤⾞の充電需要

2021 35

 乗⽤⾞保有台数は、2030年度にプラグインハイブリッド、電気⾃動⾞ともに、240万台程度。
 充電需要はあわせて42億kWh程度。なお、プラグインハイブリッドの⾛⾏距離のうち、ガソリン

⾛⾏と電気⾛⾏を、それぞれ5割と想定しているため、2030年度の充電需要はプラグインハ
イブリッドよりも電気⾃動⾞の⽅が⼤きい。

（注）2020年12⽉時点で、総合エネルギー統計では運輸部⾨に充電需要が未計上。エネルギー間競
合モデルにおいて、2018年度以前に上図の充電需要を運輸部⾨に計上すると、エネルギーバランス
表の公表値と整合性が取れないため、ここでは2019年度から運輸部⾨の電⼒需要に計上。

充電需要

3.3.2 電⼒需要・電源構成

電化率

2021 36

 電気料⾦が他のエネルギー価格に⽐べ割安になるため、電化が僅かながら進展する結果、
⽇本全体での電化率（電⼒需要を最終エネルギー消費で除したもの）は2030年度
27.7％まで上昇。

 産業部⾨、業務部⾨など部⾨に関わらず、電化は徐々に進む。なお、運輸部⾨には乗⽤
⾞の電動化の影響も含む。

電化率（左図︓合計、右表︓部⾨別）

（注）上図は全ての部⾨を合わせた構成⽐と電化率。

3.3.2 電⼒需要・電源構成

　　　　年度
　電化率

合計 22.1% 25.3% 25.3% 26.4% 27.7%

産業部⾨ 20.6% 20.4% 20.1% 20.6% 21.1%

業務部⾨ 39.9% 50.2% 50.8% 52.8% 54.5%

家庭部⾨ 42.4% 49.7% 50.0% 49.8% 52.0%

運輸部⾨ 1.7% 1.9% 2.0% 2.2% 3.0%

2000 2010 2013 2020 2030



発電電⼒量

2021 37

 発電電⼒量（⾃家⽤発電電⼒量含む合計）は、電⼒需要に応じて2030年度に10,987億kWh。
 太陽光や⾵⼒などの再エネや原⼦⼒の発電電⼒量が増加していくことから、電源構成は2030年度に

⽕⼒が49.1%、原⼦⼒が20.9%、再エネが27.4%。また、政府⾒通しと⽐較すると、再エネ⽐率
が上回る⼀⽅、⽕⼒発電⽐率が下振れとなり、電⼒の低炭素化がより進展。

（注）上図は集計した結果を掲載、⽕⼒には⽯炭、⽯油、天然ガス、再エネには⽔⼒、太陽光、⾵⼒、地熱、バイオマスが含まれる。発電電⼒量の内訳
は総合エネルギー統計に掲載されている投⼊量を基にkWhベースに当所で変換しており、その他には原料や利⽤形態が特定できない廃棄物による
発電電⼒量などが含まれる。また、エネルギー間競合モデルでは⽕⼒発電電⼒量の内訳はエネルギー価格（⽯炭、⽯油、ガス）に応じて決まる。

発電電⼒量 電源構成
2013年度

当所 政府⾒通し
発電電⼒量（億kWh） 10,963 10,987 10,650
電源構成（％）
⽕⼒ 86.3 49.1 56

⽯炭 32.6 21.2 26
⽯油 13.2 1.6 3
天然ガス 40.5 26.3 27

原⼦⼒ 0.8 20.9 20~22
再エネ 11.0 27.4 22~24

⽔⼒ 7.7 8.5 8.8~9.2
太陽光 1.2 11.2 7
⾵⼒ 0.5 4.2 1.7
バイオマス 1.4 3.1 3.7~4.6
地熱 0.2 0.3 1.0~1.1

その他 1.9 2.5 ー

2030年度

3.3.2 電⼒需要・電源構成

排出係数（使⽤端）

2021 38

 排出係数（使⽤端）は、再エネの導⼊や、原⼦⼒発電所が再稼働することで、2030年度
に322g-CO2/kWhまで電⼒の低炭素化が進む。なお、電気事業者が2015年に策定した
「電気事業における低炭素社会実⾏計画」での⽬標は2030年度に370g-CO2/kWh。

排出係数（使⽤端）

（注）排出係数（使⽤端）は発電部⾨のCO2排出量を電⼒需要で除した指標であり、電⼒需
要が1kWh⽣じた場合にどれだけCO2を排出するかを表す。

3.3.2 電⼒需要・電源構成



電気料⾦︓電⼒単価と電灯単価

2021 39

 電気料⾦は、2020年度に、エネルギー価格の低下により、電⼒単価が14.0円/kWh、電
灯単価が21.5円/kWhまで低下。その後は、原⼦⼒発電電⼒量の増加により燃料費が
減少するものの、再エネ賦課⾦単価が上昇する結果、2030年度に電⼒単価が14.2円
/kWh、電⼒単価が21.7円/kWh。そのうち、再エネ賦課⾦単価は3.9円/kWh。

電気料⾦（左図︓電⼒単価、左図︓電灯単価）

（注）両図の電気料⾦は⼩売価格に該当、2015年度以前が電気事業連合「電気事業便覧」、2016〜2019年度が電⼒・ガス取引監視等委
員会「電⼒取引の状況（電⼒取引報結果）」から計算。また、両図の「その他」には燃料費や⼈件費など様々な費⽤が含まれており、エネル
ギー間競合モデルにおいては⽕⼒発電電⼒量に応じた燃料費と国内物価に応じて決まる。

3.3.2 電⼒需要・電源構成

電気料⾦︓相対価格

2021 40

 下図に⽰す電⼒単価や電灯単価の相対価格（対代表的なエネルギー価格）は、2030
年にかけ横ばいもしくは低下（電気料⾦はどのエネルギー価格に対しても割安に推移）。
特に、原油や⽯油製品との相対価格が⼤きく低下。これは⽯油から電⼒需要への代替が
進む要因。

電⼒相対価格（左図︓電⼒単価相対価格、右図︓電灯単価相対価格）

（注）左図は電⼒単価を代表的なエネルギー価格で除したもの、右図は電灯単価を代表的なエネルギー価格で除したもの。また、それぞれの相対価
格は2015年度を100として基準化。

3.3.2 電⼒需要・電源構成



⼀次エネルギー国内供給

2021 41

 ⼀次エネルギー国内供給（合計）は2030年度に19,623PJ。
 2030年にかけては、再エネの普及や原⼦⼒発電所の再稼働がプラスに寄与する⼀⽅、⽕

⼒発電電⼒量が減少するため、⽯炭、⽯油、天然ガスがマイナスに寄与。また、⽯油につい
ては最終エネルギー消費の減少影響も含む。

⼀次エネルギー国内供給（左図︓PJ、右図︓前年度⽐）

（注）両図はエネルギー源ごとに集計した結果。

3.3.3 ⼀次エネルギー国内供給

エネルギー起源CO2排出量

2021 42

 エネルギー起源CO2排出量（合計）は、2020年度に前年度⽐6.0%減少、その後は、
再エネの普及や原⼦⼒発電所の再稼働により電⼒の低炭素化が進むことで、すべての部
⾨がマイナスに寄与するようになり、2030年度に8.74億t-CO2と、政府⾒通しの9.27億
t-CO2を下回る。政府⾒通しとの⽐較は次章にて説明。

 部⾨別にみると、電化率の⾼い業務部⾨や家庭部⾨がマイナス寄与幅が⽐較的⼤きい。

エネルギー起源CO2排出量（左図︓百万t-CO2 、右図︓前年度⽐）

（注）両図は部⾨ごとに集計した結果。

3.3.4 エネルギー起源CO2排出量
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4. 「⻑期エネルギー需給⾒通し」との⽐較

政府⾒通しとの⽐較︓最終エネルギー消費と電⼒需要

2021 44

 政府⾒通しでは、実質GDPの年平均成⻑率1.7%を前提に、LED等の導⼊やエネルギー
管理の実施など“徹底した省エネ（0.5億原油換算キロリットル）”により、2030年度に最
終エネルギー消費が3.3億原油換算キロリットル、電⼒需要が9,808億kWhと、最終エネ
ルギー消費と電⼒需要ともに、当所の検討結果と同程度。これは、⽇本経済が政府⾒通
しの⾒込みよりも低い成⻑であるためであり、政府が⾒込んでいる省エネがすべて実現す
るためではない。

最終エネルギー消費の⽐較

（注）上図の単位は原油換算キロリットル。2013年度の実績は2020
年4⽉に公表された総合エネルギー統計を基に計算。

電⼒需要の⽐較

（注）2013年度の実績は2020年4⽉に公表された総合エネルギー統
計の数値。

4. 「⻑期エネルギー需給⾒通し」との⽐較



政府⾒通しにおける徹底した省エネ

2021 45

 今回の検討では、前提条件として、運輸部⾨における乗⽤⾞の電動化や燃費の向上を
織り込んでいるが、エネルギー間競合モデルはエネルギー需要など集計量を分析対象にし
ているトップダウン型モデルであり、政府⾒通しで⽰されている“徹底した省エネ（次ページ
参照）”の効果を明⽰的に評価することが難しい注。

 ただし、エネルギー間競合モデルは2018年度までのデータを⽤いて構築しており、モデル
構造には2018年度までのエネルギー価格変化の下で実現した、エネルギー代替や省エ
ネ技術導⼊による効果が織り込まれているとみなせる。従って、2030年度までのエネル
ギー需要は各部⾨における経済・産業構造やコストを前提としたときに⾒込まれる過去の
平均的な省エネ効果を含んだものであることから、さらにエネルギー需要を減らそうとすると、
追加的コストが⽣じる可能性がある。

 政府は“徹底した省エネ”が2018年度時点で26.6%進捗したと評価。政府⾒通しでは
省エネにかかる費⽤について⾔及していないが、その費⽤次第で普及速度が異なり、場合
によっては経済活動の制約になり得るため、費⽤対効果の優れた省エネ技術の順に実施
していくことが重要であり、省エネ技術の実現可能性については別途精査が必要。

4. 「⻑期エネルギー需給⾒通し」との⽐較

（注）星野他（2016）では、ボトムアップ型モデルとトップダウン型モデルを⽤いた省エネ対策コストの推計⽅法について整理。前者は今回
の検討に⽤いている計量モデルに該当。後者は、政府⾒通しで⽰されているような個々の省エネ技術について、省エネ対策コストと省エ
ネ量を積み上げていく⽅法。

政府⾒通しにおける省エネ対策の進捗状況（2018年度時点）

2021 46

（注）第29回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー⼩委員会の配布資料から抜粋。

4. 「⻑期エネルギー需給⾒通し」との⽐較



政府⾒通しとの⽐較︓
エネルギー起源CO2排出量（2013年度⽐）

2021 47

 今回の検討では、エネルギー起源CO2排出量は⽇本全体で2030年度に2013年度⽐
29.3％減少。これまで説明したように、政府⾒通しより経済成⻑率が低いことや、電⼒の
低炭素化がより進展するため、政府⾒通しの削減⽬標（同⽐25.0%減少）を達成。

 部⾨別には2013年度⽐20~40%程度の減少となり、政府⾒通しと⽐較すると達成度
合が異なる。特に、運輸部⾨が削減⽬標を達成できない理由は、⾃動⾞・旅客部⾨以外
の⾃動⾞・貨物部⾨で、経済規模の拡⼤による押し上げ効果もあり、エネルギー需要の削
減が⼗分に進まないことによる。

2013年度⽐エネルギー起源CO2排出量（左図︓寄与度、右表︓部⾨別）

（注）政府⾒通しの2013年度⽐は、その関連資料に掲載されている排出量から
計算。

4. 「⻑期エネルギー需給⾒通し」との⽐較

2020年度
当所 当所 政府⾒通し

合計 -22.2％ -29.3％ -25.0％

産業部⾨ -26.1％ -25.2％ -6.5％

業務部⾨ -23.0％ -33.6％ -39.8％

家庭部⾨ -21.6％ -42.1％ -39.3％

運輸部⾨ -13.5％ -19.9％ -27.6％

エネルギー転換部⾨ -23.1％ -31.7％ -27.7％

2030年度
エネルギー起源CO2排出量（2013年度⽐）
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 2030年度までのエネルギー需給構造を検討した結果のまとめ。
 最終エネルギー消費は、2021年度以降、⽇本経済が回復する過程で、緩やかに増

加するが、運輸部⾨における⾃動⾞の燃費向上により、2020年代後半は横ばいで
推移。なお、電気料⾦は他のエネルギー価格に⽐べて割安になり、電化が僅かに進展。

 電⼒需要は、産業部⾨、業務部⾨がプラスに寄与して、2030年度にかけて増加を
維持。

 発電電⼒量は電⼒需要に応じて2030年度にかけて増加。また、再エネの普及や原
⼦⼒の再稼働が進むため、電⼒の低炭素化が進展。

 CO2排出量は、エネルギー需給を踏まえ、⽇本全体としては政府⾒通しの削減⽬標
を達成。

 CO2排出量の削減⽬標が達成できるのは、政府が⾒込んでいる省エネ対策がすべて達
成するためではなく、政府⾒通しに⽐べて、⽇本経済が低い成⻑であることと、電⼒の低
炭素化がより進展するため。

 2030年度までに残された時間は限られており、実現可能な⽅策も限られている。エネル
ギー政策を検討する上では、⾜元の状況変化を織り込んだ経済・産業・エネルギー需給構
造を踏まえ、議論を進めることが必要。

 今後は、エネルギー政策の議論の動向を踏まえつつ、⽇本経済やエネルギーの将来像に関
わる分析を深める。
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要約表︓経済・社会動態等

2021 50

（注）実質GDP、実質⽣産額は2011暦年連鎖価格。また、実質GDPの内訳である⺠間在庫、公的在庫、純輸出はプラスとマイナスの値を
とるため、年平均伸び率は未掲載。なお、紙⾯の都合上、特定の年度のみの結果を掲載しているが、上表に掲載されている項⽬について
は原則的に2020年度以降が予測期間。

実績 実績 実績 予測 予測 2013年度⽐
2000 2010 2013 2020 2030 2014-2030 2011-2020 2021-2030 2030

⽇本経済・産業構造
名⽬GDP（兆円） 528.4 499.4 507.3 522.6 584.1 0.8 0.5 1.1 15.2
実質GDP（兆円） 464.2 493.0 512.5 502.0 559.6 0.5 0.2 1.1 9.2

⺠間消費 264.0 286.6 301.5 277.8 305.4 0.1 -0.3 1.0 1.3
⺠間住宅 21.7 13.9 16.3 13.9 10.3 -2.6 -0.0 -2.9 -36.6
⺠間設備 72.7 67.6 77.2 79.4 85.9 0.6 1.6 0.8 11.3
⺠間在庫 0.5 1.2 -1.5 1.0 -0.1 - - - -
政府消費 84.5 98.1 102.8 112.1 123.5 1.1 1.3 1.0 20.1
公共投資 40.0 24.7 26.6 27.7 27.4 0.2 1.2 -0.1 2.9
公的在庫 0.0 -0.1 0.0 0.0 0.0 - - - -
純輸出 -13.5 1.3 -10.3 -10.0 7.1 - - - -

輸出 46.9 74.7 75.6 76.8 115.0 2.5 0.3 4.1 52.1
輸⼊ 60.4 73.4 85.9 86.7 107.9 1.4 1.7 2.2 25.6

企業物価（2015=100） 101.0 98.4 98.9 100.3 108.0 0.5 0.2 0.7 9.2
消費者物価（2015=100） 99.0 96.4 96.9 101.4 105.7 0.5 0.5 0.4 9.1
為替レート（円/ドル） 110.4 85.7 100.1 105.9 98.0 -0.1 2.1 -0.8 -2.1
実質⽣産額（兆円）

合計 891.1 906.1 935.6 894.5 1,009.6 0.4 -0.1 1.2 7.9
産業 399.3 346.0 348.9 321.2 353.0 0.1 -0.7 1.0 1.2
業務 491.8 560.1 586.7 573.4 656.6 0.7 0.2 1.4 11.9

業務⽐率（業務/合計） 55.2 61.8 62.7 64.1 65.0 0.2 0.4 0.1 3.7
経済社会動態等

業務⽤床⾯積（百万m2） 1,656 1,830 1,850 1,841 2,000 0.5 0.1 0.8 8.1
世帯数（千世帯） 48,015 53,783 55,952 59,163 58,482 0.3 1.0 -0.1 4.5
乗⽤⾞保有台数（千台） 52,449 58,139 60,051 62,462 61,721 0.2 0.7 -0.1 2.8

プラグインハイブリッド 0 0 30 180 2,372 29.3 85.2 29.4 7,762.0
電気⾃動⾞ 0 5 39 164 2,377 27.4 42.8 30.7 6,027.4

年平均伸び率
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（注）エネルギー価格には⽯油⽯炭税、消費税を含む。また、最終エネルギー消費には⾮エネルギー利⽤を含む。なお、予測期間は、エネルギー価格
が2020年度以降、その他のエネルギーに関わる項⽬が2019年度以降。

実績 実績 実績 予測 予測 2013年度⽐
2000 2010 2013 2020 2030 2014-2030 2011-2020 2021-2030 2030

エネルギー価格（円/千kcal）
原油 2.37 5.20 7.82 3.22 5.54 -2.0 -4.7 5.6 -29.1
⽯炭 0.60 1.75 1.92 1.46 1.74 -0.6 -1.8 1.8 -9.3
天然ガス 2.18 3.94 6.53 3.34 3.82 -3.1 -1.6 1.3 -41.6

⼀次エネルギー国内供給（PJ）
合計 22,709 21,995 21,053 18,509 19,623 -0.4 -1.7 0.6 -6.8

⽯炭 4,199 4,997 5,303 4,407 3,994 -1.7 -1.2 -1.0 -24.7
⽯油 11,164 8,858 9,003 6,796 6,614 -1.8 -2.6 -0.3 -26.5
天然ガス 3,059 3,995 4,898 4,095 3,574 -1.8 0.2 -1.3 -27.0
原⼦⼒ 2,858 2,462 80 448 1,960 20.7 -15.7 15.9 2,361.3
⽔⼒ 746 716 679 684 737 0.5 -0.5 0.8 8.5
太陽光 3 30 110 861 1,053 14.2 39.8 2.0 855.3
⾵⼒ 1 34 44 199 392 13.7 19.2 7.0 783.0
地熱 30 22 22 24 31 2.0 0.6 2.8 40.9
その他 650 879 913 996 1,267 1.9 1.3 2.4 38.7

最終エネルギー消費（PJ）
合計 15,854 14,712 14,086 12,234 12,763 -0.6 -1.8 0.4 -9.4

産業 7,362 6,745 6,515 5,405 6,036 -0.4 -2.2 1.1 -7.3
業務 2,546 2,411 2,292 2,082 2,276 -0.0 -1.5 0.9 -0.7
家庭 2,122 2,169 2,044 1,924 1,814 -0.7 -1.2 -0.6 -11.3
運輸 3,824 3,387 3,236 2,823 2,637 -1.2 -1.8 -0.7 -18.5
⽯炭 1,473 1,447 1,463 1,126 1,267 -0.8 -2.5 1.2 -13.4
⽯油 8,742 7,263 6,893 5,908 5,790 -1.0 -2.0 -0.2 -16.0
ガス 857 1,157 1,135 1,056 1,166 0.2 -0.9 1.0 2.8
電⼒ 3,502 3,728 3,562 3,235 3,536 -0.0 -1.4 0.9 -0.8
その他 1,280 1,118 1,033 909 1,004 -0.2 -2.0 1.0 -2.8

エネルギー起源CO2排出量（百万t-CO2）
合計 1,170 1,137 1,235 960 874 -2.0 -1.7 -0.9 -29.3

産業 478 430 463 342 346 -1.7 -2.3 0.1 -25.2
業務 190 200 238 183 158 -2.4 -0.9 -1.5 -33.6
家庭 158 182 210 165 122 -3.2 -1.0 -3.0 -42.1
運輸 259 229 224 194 180 -1.3 -1.6 -0.8 -19.9
エネルギー転換等 86 96 100 76 68 -2.2 -2.3 -1.1 -31.7

年平均伸び率
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（注）発電電⼒量のその他には原料や利⽤形態が特定できない廃棄物による発電電⼒量などを含む。予測期間は、電気料⾦が2020年度
以降、その他の項⽬が2019年度以降。

実績 実績 実績 予測 予測 2013年度⽐
2000 2010 2013 2020 2030 2014-2030 2011-2020 2021-2030 2030

電気料⾦（円/kWh）
総合単価 17.8 15.9 19.8 16.3 16.6 -1.0 0.3 0.1 -16.4

電⼒単価 15.4 13.6 17.5 14.0 14.2 -1.2 0.2 0.2 -18.9
電灯単価 23.1 20.4 24.3 21.5 21.7 -0.7 0.5 0.1 -10.9

発電電⼒量（億kWh）
合計 10,496 11,611 10,963 10,050 10,987 0.0 -1.4 0.9 0.2

⽕⼒ 6,162 7,409 9,458 6,885 5,400 -3.2 -0.7 -2.4 -42.9
⽯炭 2,243 3,199 3,571 2,977 2,327 -2.5 -0.7 -2.4 -34.8
⽯油 1,271 871 1,452 254 180 -11.6 -11.6 -3.4 -87.6
天然ガス 2,648 3,339 4,435 3,654 2,893 -2.5 0.9 -2.3 -34.8

原⼦⼒ 3,220 2,882 93 526 2,300 20.8 -15.6 15.9 2,372.4
⽔⼒ 968 907 849 876 939 0.6 -0.3 0.7 10.6
太陽光 4 35 129 1,011 1,236 14.2 39.8 2.0 859.5
⾵⼒ 1 40 52 233 460 13.7 19.2 7.0 787.0
バイオマス 96 138 150 172 341 4.9 2.2 7.1 126.6
地熱 33 26 26 28 37 2.1 0.6 2.8 41.5
その他 11 172 206 318 275 1.7 6.3 -1.5 33.6

排出係数（g-CO2/kWh）
使⽤端 400 439 578 449 322 -3.4 0.2 -3.3 -44.3

電⼒需要（億kWh）
合計 9,727 10,354 9,896 8,986 9,821 -0.0 -1.4 0.9 -0.8

産業 4,216 3,817 3,644 3,095 3,535 -0.2 -2.1 1.3 -3.0
業務 2,824 3,362 3,236 3,054 3,445 0.4 -1.0 1.2 6.4
家庭 2,502 2,993 2,838 2,662 2,619 -0.5 -1.2 -0.2 -7.7
運輸 186 182 177 175 222 1.3 -0.4 2.4 25.6

年平均伸び率
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